
平成２９年九州北部豪雨の被災状況と
埋塞河川の災害復旧事業（一定災）について

福岡県県土整備部河川管理課

参 事 山 本 英 二



はじめに

• 死者３７人、行方不明者２人（福岡県内、平成３０年２月２１日時点）

• 全壊及び半壊した住家 １，１０６件（福岡県内、平成３０年２月２１日時点）

• ９時間で７７４ｍｍ

• 崩壊面積４．４４ｋ㎡、発生土砂量１，０６５万㎥
＜筑後川右岸流域 河川・砂防復旧技術検討委員会報告書より＞

• 改良復旧

河川 助成６、関連２、一定災８（一定災は市管理３河川を含む）

道路 関連２、一定災１



7月5日から6日にかけて、対馬海峡付近に停滞した梅雨前線に向かって

暖かく非常に湿った空気が流れ込んだ影響等により、線状降水帯が形
成・維持され、同じ場所に猛烈な雨を継続して降らせたことから、九州北
部地方で記録的な大雨となった。

九州北部地方では、7月5日から7日までの総降水量が多いところで900ミ
リ程度と、7月の月降水量平年値を超える大雨となったところがあった。ま
た、福岡県朝倉市で24時間の降水量が８２９ミリと観測史上１位の値を更
新するなど、これまでの観測記録を更新する大雨となった。

また、気象庁は福岡県南部と大分県のほぼ全域に大雨特別警報を発令
し、福岡、大分両県で多くの自治体が避難指示や避難勧告をだした。特に
大雨特別警報が発令されるのは九州で初めてであった。
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被災の概要 ー 気象状況 ー



平成29年7月九州北部豪雨 降雨状況

〇 福岡県の朝倉市、東峰村を中心としたエリアにおいて、わずか９時間で７７４mmという短時間に
記録的豪雨を観測 ＜福岡県観測：朝倉市黒川（北小路公民館観測所）7月5日12時から21時＞

⇒ 観測史上最大の記録である１２時間雨量７０７mmを上回る雨量
＜気象庁観測：東京都（大島観測所）平成25年10月16日＞

⇒ 朝倉市の７月平均月間雨量の２倍を超える雨量

北九州

東峰村
朝倉市

福岡

朝倉市黒川
（北小路公民館観測所）
9時間で774mmを記録

朝倉市
平年7月の月間雨量
354.1mm▼

朝倉市黒川（北小路公民館観測所）
9時間で774mmを記録

（平年の7月の月間雨量の約2倍）

凡 例

５０㎜

１００㎜

１５０㎜

２００㎜

２５０㎜

３００㎜

３５０㎜

４００㎜

４５０㎜

〇 降雨状況

7月5日 12:00 ～ 21:00



平成29年7月九州北部豪雨 被害の特徴

〇 記録的豪雨（9時間で774mm）により、山間部で多数の山腹崩壊が発生
〇 河川の氾濫に加えて、大量の土砂・流木が広範囲に流出するなど、これまでに例のない甚大な被害が発生



【被災の状況】 赤谷川、白木谷川



【被災の状況】 赤谷川



【被災の状況】 赤谷川



【被災の状況】 白木谷川



【被災の状況】 北川



【被災の状況】 北川



【被災の状況】 北川



【被災の状況】 北川



【被災の状況】 北川



【被災の状況】 桂川

決壊
桂川

河川の氾濫



【被災の状況】 桂川

桂川

被災前

被災直後

桂川

堤防浸食

応急復旧後

応急復旧後



【被災の状況】 県道八女香春線 東峰村岩屋地区



【被災の状況】 県道八女香春線（自衛隊による啓開）



豪雨災害の特徴（１）

山間部で多数の土砂災害が発生し、大量の土砂と流木が流出

■多数の土砂災害が発生
（奈良ヶ谷川上流・朝倉市杷木志波） ■ 下流域まで到達した流木

（北川下流・朝倉市杷木志波）



・37名の尊い命が失われ、今なお2名が行方不明 （H29.12.28現在）

・道路、橋梁等の土木施設のほか、住宅、農地、農作物や農業用施設、
商工業の生産施設など甚大な被害が発生
■土石流により全壊した住家 （朝倉市杷木星丸）

■河川の合流部で氾濫が発生し
寸断された県道 八女香春線
（朝倉市杷木松末）

乙石川
赤谷川

豪雨災害の特徴（２）



・大量の流木が橋の上流に集積し、河川の流水断面を阻害

■北川に架かる国道３８６号 本陣橋
（朝倉市杷木志波）

■白木谷川に架かる県道 八女香春線
池田橋 （朝倉市杷木池田）

北川

白木谷川

（本陣橋）

（池
田
橋
）

豪雨災害の特徴（３）



既設砂防堰堤が土砂・流木を捕捉（施設の効果発揮）
■須川第一砂防堰堤（朝倉市須川）で約16,500m3（推定値、空隙込み）
の流木を捕捉

須川第１砂防堰堤（妙見川上流域）
堰堤高7.0m、堰堤長74.8m

豪雨災害の特徴（４）



応急復旧 実施状況



復旧状況（河川）

■土砂・流木撤去、及び大型土のう設置による流路確保

被災後

対策後

（北川・朝倉市杷木志波） （桂川・朝倉市宮野）



復旧状況（道路）

■崩土撤去及びブルーシートや大型土のう設置による対策の実施

被災後

対策後

（国道２１１号・東峰村福井） （甘木吉井線・朝倉市黒川）



復旧状況（砂防①）

■流木の撤去

被災後

対策後

（妙見川・朝倉市須川） （赤藪川・東峰村小石原堤）



復旧状況（砂防②）

■河川の埋塞土砂撤去、及びワイヤーネットによる土石流対策

被災後

対策後

（寒水川・朝倉市杷木寒水） （本迫川・東峰村大字宝珠山）



道路の通行止めの状況 （平成２９年７月５日被災直後の状況）







国交省
公表資料



国交省
公表資料



国交省
公表資料



九州北部豪雨緊急治水対策プロジェクト 福岡県主要実施事業について



既存施設の効果 寺内ダムの防災操作

＜放流量＞
ダムから下流の河川へ流
した水量

＜流入量＞
ダムに流れ込んだ水量

最大約８８８立方メートル/秒

最大流入時の放流量
約１０立方メートル/秒

今回の洪水前に水道用水、農業用水など
に利用するために貯めていた水の量

約１１７０万立方メートルを
ダムに貯めました

▽防災操作前の貯水位 EL.111.09m

防災操作後 最高水位 EL.130.93m

▽洪水時最高水位
（洪水時にダムにより一時的に
貯留することとした水量の最高
水位）
EL.131.50ｍ

※今回の発表は速報値であり、今後の調査により数値等が変わることがあります。

平常時の貯水位
EL.121.50m

約20m

※地盤高は、国土地理院が公表している基盤地図情
報のデータを使用しています
※ダムが無かった場合の浸水深についてはシミュレ
ーション（堤防越水氾濫）結果より推定しています
※浸水面積及び浸水世帯数は朝倉市域及び大刀洗町
域を対象（H22国勢調査）
※数値は速報値であり、今後の精査により変更する
可能性があります

浸水面積：約1,500ha
浸水世帯数：約1,100世帯

0.0～0.5m
0.5～1m
1～2m
2～5m
>=5m

浸水深

今回氾濫なし

独立行政法人 水資源機構筑後川局 提供



既存施設の効果 砂防堰堤



一定災とは

【一定災の条件】
・被災が広範囲に渡っていること
・被災程度が激甚であること
激甚な被災とは、完全欠壊した延長が一定計画で復旧
しようとする区間の８割程度以上であること

◎経済効果が大である等一定計画による復旧の必要が認められる
場合は、８割の基準を若干下回っても差し支えない。

２L×0.8≦ΣL 1～ｎ

一定災とは

公共土木施設が広範囲にわたって激甚な被災を受けた場合、一定の計画に基づいて復旧
する事業で全額災害復旧事業費で改良復旧を行う災害復旧



6

北川（一定災） ー 被災状況 ー



12

○超過洪水による被災

溢水被害が発生するとともに、洪水時の高流速

による側方浸食にて既設護岸が被災している。

○土砂・流木により流下断面の閉塞による溢水

橋梁部への流木の集積及び大量の土砂流出による河道埋塞

が生じたことから、水位の堰上げに伴う浸水被害を助長したと考

えられる。

橋梁部の流木による阻害

北川（一定災） 被災メカニズム



白木谷川災害復旧事業

（0k000～1k810）

6

白木谷川

他事業（県砂防）

白木谷川（一定災） ー 被災状況 ー



白木谷川 被災メカニズム

12

○超過洪水による溢水

溢水被害が発生するとともに、洪水時の高流速

による側方浸食にて既設護岸が被災している。

○流木による橋梁部の流下断面の閉塞による溢水

白木谷川では、橋梁部への流木の集積及び大量の土砂流出による

河道埋塞が生じたことから、水位の堰上げに伴う浸水被害を助長した

と考えられる。

前田橋に流木が集積し、一部河道が閉塞

前田橋上流右岸側の浸水家屋

白木谷川（一定災） 被災メカニズム



白木谷川（一定災） 採 択 条 件

○一定災になり得る条件 （要綱３、（二）、ト）

（１）被災が広範囲にわたっていること（延長で概ね５００ｍ以上）
・ 被災延長 １，８１０ ｍ
・ 浸水面積 １０７，０００ ㎡
・ 降水規模 １/２００ 以上
・ 浸水規模 浸水家屋 ２４戸、浸水損壊 １２戸

（２）被災程度が激甚であること ・ ・ ・ 次頁参照
（一定計画で復旧しようとする区間の８割程度以上が完全決壊）

浸 水 面 積 平 面 図

大量の土砂・流木の流出により被害が拡大

・土砂６３，０００ｍ３
・流木１，０００ｍ３（埋即時に確認ができたもの）



国土交通省 記者発表資料

■申請上のポイント
・災害復旧事業の申請に当たり、被災状況の調査が困難な場合に、
施設の「全損」扱いが可能となった。

・現地調査の結果を基に全損扱いの適用区間を決定し、一定災の
要件を満たすか判定。

横断図（被災後）

◯埋塞状況調査
・ＧＰＳ測量にて埋塞高を測定
・既存資料及び被災前のＬＰ測量

データの活用
※従前の施設を復元

横断図、縦断図等を作成

【 査定資料の作成 】

白木谷川（一定災） - 申請上のポイント -



白 木 谷 川 縦 断 図

一定災申請区間 L=1,810m
埋塞区間 L=1,810m 埋塞高

被災前河床高
現況堤防高

[凡例]

白木谷川（一定災） 被災割合の判定 - その１ -

①
埋塞が河道断面の５割程度以上の
区間（全損扱い）

全損扱い区間の内、埋塞が河道
断面の５割程度以下の区間

④



１．完全決壊延長 及び 一定の計画に基づいて復旧する延長

左岸 完全決壊延長 Σℓ= 1,680 m

右岸 完全決壊延長 Σℓ= 1,680 m

左岸 一定計画復旧延長 ΣL= 1,810 m

右岸 一定計画復旧延長 ΣL= 1,810 m

２．被災割合

被災割合 ＝ 完全決壊延長(左右岸Σℓ)／一定計画復旧延長(左右岸ΣL)

＝ ｛(1,680)＋(1,680)｝／｛(1,810)＋(1,810)｝

＝ 3,360 ÷ 3,620 

＝ 0.928
＝ 93%

（左岸）

完全決壊(m) 部分決壊(m) 既設他(m)

0k000

0k040 1 40 L1：埋塞50%未満

0k240 2 200 ℓ1：埋塞50%以上

0k330 3 90 L2：埋塞50%未満

1k810 4 1,480 ℓ2：埋塞50%以上

① ② ③ L=①+②+③=

1,680 130 0 1,810

① ② ③ ④ L=①+②+③+④=

1,680 130 0 0 1,810

測点名
区間
番号

被災程度 他事業
区間
(m)

備　考

一定計画延長合計

河川延長合計

（右岸）

完全決壊(m) 部分決壊(m) 既設他(m)

0k000

0k040 1 40 L1：埋塞50%未満

0k240 2 200 ℓ1：埋塞50%以上

0k330 3 90 L2：埋塞50%未満

1k810 4 1,480 ℓ2：埋塞50%以上

① ② ③ L=①+②+③=

1,680 130 0 1,810

① ② ③ ④ L=①+②+③+④=

1,680 130 0 0 1,810

備　考

一定計画延長合計

河川延長合計

測点名
区間
番号

被災程度 他事業
区間(m)

 白木谷川の事業延長(左右岸ΣL)3,620mのうち、完全決壊延長(左右岸Σℓ)は3,360mであり、
被災割合が８割を超える(92.8％)。

埋没50%以上＋完全被災＝ 3,360m 【Ｌｎ】

一定災 申請延長＝ 3,620m 【L】

L×80% ≦ ΣＬn

2,896m ≦3,360 ･･･ok

＜判定＞

白木谷川（一定災） 被災割合の判定 - その２ -



１０．災害復旧事業内容

＜災害復旧事業メニュー＞
・流下能力不足個所において、「河道拡幅」、「河床掘削」、「床固工・落差工改築」、「井堰改築」、

「橋梁架け替え」にて整備を行う。
・現況法線において、流れがスムーズでない箇所（支川合流部等）については｢法線是正｣を行う。

災害復旧事業（家屋を避けて拡幅し、流下能力を確保）

白木谷川（一定災） 災害復旧事業の内容

＜災害復旧事業効果＞
・平成２９年７月の出水流量に対し、河川からの溢水・越水による浸水被害が解消される。



桂川水系（桂川、荷原川、新立川、妙見川） 被害状況

■ 堤防決壊、護岸崩壊

■ 応急対策の実施



桂川水系（桂川、荷原川、新立川、妙見川）

妙見川助成事業対象区間

（桂川合流点（0k000）～県管理区間起点（4k700））

48

：流 域 界

：県管理区間

凡 例

：流 域 界

：県管理区間

凡 例

荷原川復緊事業対象区間（県）

荷原川助成事業対象区間
（ 6k500地点～県管理区間起点（9k100））

桂川助成事業対象区間

桂川復緊事業対象区間

新立川助成事業対象区間

（県）桂川復緊事業対象区間（県）

妙見川助成事業対象区間

桂川水系（桂川、荷原川、新立川、妙見川） 事業概要



甘木吉井線（道路 一定災） － 被災状況 －

5

一般県道甘木吉井線災害復旧事業

L=933ｍ
： 集落

高木地区の孤立状況
7月5日～7月7日9:00 54名

改良済み改良済み

甘木吉井線

至 吉井

至 吉井
至 吉井

至 吉井

甘木吉井線（道路 一定災） － 被災状況 －



赤谷川水系 権限代行

大山川

赤谷川

乙石川

一定災申請
区間

（0k000～2k730）

大分県
：流 域 界

：県管理区間

凡 例

：流 域 界

：県管理区間

凡 例

赤谷川 権限代行

〇 ・河川法第16条の4 国土交通大臣は・・・都道府県知事等が統括する都道府県又は指定都市にお
ける河川の改良工事もしくは修繕又は・・・災害復旧事業に関する工事・・・これを行うことができ
る。



組織・人的対応状況組織・人的対応状況

土木技術職員の対応状況
○朝倉県土整備事務所

初期対応 発災翌日７月６日 １４名派遣
翌日７月７日 １６名を追加派遣 ３０名体制

応援派遣 ７月１８日～８月３１日まで ４５名前後を派遣

災害事業センター設置
平成２９年９月１日 当時４５名（内、他県からの応援７名）

４課６係（事務の課、係を除く）
平成３０年４月１日時点 ９４名体制

６課１２係（事務の課、係を除く）

○朝倉市、東峰村へ 福岡県からの派遣
朝倉市 ２名派遣 （Ｈ３０．３．３１まで） → Ｈ３０年度 ２名派遣
東峰村 ２～５名派遣（Ｈ３０．３．３１まで） → Ｈ３０年度 ２名派遣

組織・人的対応



ふりかえり

• 命を守るということ

• ハード整備とは、・・・・

• 想定外を想定内に

• 初動の重要性

• 情報の集約、指揮官の重要性

• 人材等の確保、育成

• 謝辞（ボランティア、国、他県、市町村、コンサルタントなど）



ご清聴ありがとうございました


